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（単位：千円）

金        額 金        額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 流動負債

現金及び預金 747,089 買掛金 203,117

受取手形 168,119 短期借入金 400,000

電子記録債権 752,591 リース債務 4,985

売掛金 936,649 賞与引当金 107,130

商品及び製品 25,316 製品保証引当金 61,046

仕掛品 263,201 未払法人税等 52,477

原材料及び貯蔵品 631,050 未払消費税等 73,985

前払費用 15,128 未払金 2,695

未収入金 133,275 未払費用 144,148

その他の流動資産 3,185 預り金 2,384

貸倒引当金 △ 619 その他の流動負債 10,846

流動資産合計 3,674,988 流動負債合計 1,062,817

固定資産

有形固定資産 固定負債

建物 227,870 リース債務 3,182

構築物 4,839 固定負債合計 3,182

機械装置 30,389

車両運搬具 343

工具器具備品 26,243

リース資産 7,425 負債合計 1,065,999

土地 581,486 （純資産の部）

建設仮勘定 16,846 株主資本

有形固定資産合計 895,447 資本金 240,000

無形固定資産 資本剰余金

施設利用権 249 　資本準備金 240,000

ソフトウェア 17,273 資本剰余金合計 240,000

電話加入権 636

建設仮勘定 600 利益剰余金

無形固定資産合計 18,758 　その他利益剰余金

　　繰越利益剰余金 3,129,476

投資その他の資産 (うち当期純利益)         (249,393)

敷金保証金 23,500 利益剰余金合計 3,129,476

繰延税金資産 62,571

その他の投資 210

投資その他の資産合計 86,282 株主資本合計 3,609,476

固定資産合計 1,000,487

純資産合計 3,609,476

資産合計 4,675,476 負債及び純資産合計 4,675,476

貸　借　対　照　表
( 2024年3月31日 )

科        目 科        目
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

製品及び仕掛品 ：盤事業 個別法による原価法  機器事業 総平均法による原価法 

原材料  ：移動平均法による原価法 

貯蔵品  ：最終仕入原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く)：建物については定額法によっており、その他の有形

固定資産については定率法によっております。 

 なお、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物に係る

減価償却方法を定額法としております。 

無形固定資産(リース資産を除く)：定額法によっております。 

リース資産 ：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法）によ

っております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が 2008 年３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっており

ます。 

 

(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金：債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により

     貸倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収

     不能見込額を計上しております。 

賞与引当金：従業員の賞与支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を 

計上しております。 

製品保証引当金：機器製品カタログ性能問題に起因する性能検証費用及び付随する損失 

に備えるため、将来発生費用見込額を計上しております。 

 

(4) 退職給付関係 

当社は従業員の退職給付に充てるため、中小企業退職金共済およびベネフィット・ワン 

企業年金基金に加入しています。いずれも当社の拠出に対応する年金資産の額を合理的 

に計算することが出来ないため、確定拠出制度と同様に会計処理をしております。 

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に 

受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。 

 

(6) 会計処理は、税抜方式によっております。 
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２. 会計方針の変更 

  該当する事項はありません。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額  788,992千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権債務 

  短期金銭債権   35,186千円 

  短期金銭債務  438,656千円 

 

４．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 貸倒引当金繰入限度超過額 190 千円 

 未払事業税 4,489 千円 

 賞与引当金 38,020 千円 

  確定拠出年金 74 千円 

 製品保証引当金 18,680 千円 

 機器性能検証用供試繰延額 1,082 千円 

 繰延資産償却超過額 36 千円 

繰延税金資産 合計 62,571 千円 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

   (1) 親会社及び法人主要株主 

（単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権の所有

( 被 所 有 ) 

の 割 合 （ % ) 

関連当事者との 

関係 
科目 

期末残高 

（※） 

親会社 日東工業株式会社 
(被所有) 

直接 100.0 

当社製品の販売 

盤用機器類の購入 

出向者労務費 

運転資金借入 

売掛金 

買掛金 

未払費用 

短期借入金 

35,186 

 32,705 

5,951 

400,000 

（※）期末残高には消費税等を含めております。 

 

６．一株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たりの純資産            375,987円 14銭 

(2) １株当たりの当期純利益   25,978円 45銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

該当する事項はありません。 

 

 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 


